




































































　HPV は約 8000 個の塩基対からなる 2 本鎖


















16 型 18 型に代表される「高リスク HPV」に
感染しても直ちに「がん」になるわけではあり
ません。少なくとも浸潤がんには 10 年以上は





































































































































（L1 蛋白）を抗原としたワクチンで , 世界中で
接種が開始されています。我が国でも、2010
年から公費負担で開始されたのですが、昨年重
篤な副反応がごく少数者ですが発生しました。
マスコミでも大きく取り上げられ社会問題化
しました。またワクチンの有効性は「16 型 18
型に関連する前癌病変」の防御であり、50 ～
60％しかカバーしないことや効果持続期間が
未だ不明である点など問題はあります。そこで、
厚労省では「ワクチン接種は承認するが積極的
な推奨は行わない」とする見解を表明しました。
「子宮頸がん」に関して正しい情報を得た上で
個人の自己責任で判断することが求められてい
ます。現在、我が国の接種率は極めて低い状態
ですが、ワクチンをどのように普及させるのか
は今後の検討課題です。ワクチンが接種したと
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しても検診は今まで通り必要です。
11. おわりに
　「子宮がん検診」の精度管理を如何に行って
も受診者が少なければ無意味です。検診普及に
は住民への啓発活動が極めて大切であることは
言うまでもありません。受診者も正しい選択の
ために検診方法やその内容、検診結果に関して
その意味するところを充分知ってほしいもので
す。充分の情報収集と科学的な判断、人生観や
価値観に基づいて、自己選択しなければならな
い時代になっています。検診提供者も、最新の
医学・医療を取り入れた科学的・合理的で、か
つ日本の状況に適した検診システムを開発し、
行政やメディアに積極的に働きかけ、利便性が
高く合理的・科学的な「がん予防」を提案して
ゆく必要があります。
